
発行登録目論見書 

2025年８月 

オリックス株式会社



１. この発行登録目論見書が対象とする社債 500,000 百万円の発行登録については、当社

は金融商品取引法第 23 条の３第１項の規定により発行登録書を 2025 年４月 22 日に関

東財務局長に提出し、2025年４月 30日にその効力が生じております。 

 

 

２. この発行登録目論見書に記載された内容については、訂正が行われることがあります。

また、参照すべき旨記載された参照情報が新たに差し替わることがあります。 

 

 

３. この発行登録目論見書に基づき社債の募集を行う場合には、発行登録追補目論見書を

交付いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 



【表紙】

【発行登録番号】 ７－関東１

【提出書類】 発行登録書

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2025年４月22日

【会社名】 オリックス株式会社

【英訳名】 ORIX CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表執行役　井上　亮

【本店の所在の場所】 東京都港区浜松町２丁目４番１号

世界貿易センタービル南館内

【電話番号】 03(3435)3000(代表)

【事務連絡者氏名】 グループ経理部長　天野　智之

【最寄りの連絡場所】 東京都港区浜松町２丁目４番１号

世界貿易センタービル南館内

【電話番号】 03(3435)3116(ダイヤルイン)

【事務連絡者氏名】 財務部　資本市場チーム長　松村　謙

【発行登録の対象とした募集有価証券の種類】 社債

【発行予定期間】 この発行登録書による発行登録の効力発生予定日(2025年

４月30日)から２年を経過する日(2027年４月29日)まで

【発行予定額又は発行残高の上限】 発行予定額500,000百万円

【安定操作に関する事項】 該当事項はありません。

【縦覧に供する場所】 オリックス株式会社　大阪本社

(大阪市西区西本町１丁目４番１号　オリックス本町ビル)

株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)



第一部 【証券情報】

第１ 【募集要項】

以下に記載するもの以外については、有価証券を募集により取得させるに当たり、その都度「訂正発行登録書」又

は「発行登録追補書類」に記載します。

１ 【新規発行社債】

未定

２ 【社債の引受け及び社債管理の委託】

未定

３ 【新規発行による手取金の使途】

(1) 【新規発行による手取金の額】

未定

(2) 【手取金の使途】

設備資金(賃貸資産購入資金を含む)、割賦購入あっせん実行資金(立替払型及び債権譲渡型)、割賦販売実行資

金、貸付資金、投融資資金、運転資金、借入金返済資金、有価証券の取得資金、短期社債償還資金及び社債償還資

金に充当する予定であります。

第２ 【売出要項】

該当事項はありません。



第二部 【参照情報】

 

第１ 【参照書類】

 

会社の概況及び事業の概況等金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類をご

参照下さい。

 

１ 【有価証券報告書及びその添付書類】

事業年度　第61期(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)2024年６月27日関東財務局長に提出

事業年度　第62期(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)2025年６月30日までに関東財務局長に提出予定

事業年度　第63期(自　2025年４月１日　至　2026年３月31日)2026年６月30日までに関東財務局長に提出予定

　

２ 【半期報告書】

事業年度　第62期中(自　2024年４月１日　至　2024年９月30日)2024年11月13日関東財務局長に提出

事業年度　第63期中(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)2025年11月14日までに関東財務局長に提出予定

事業年度　第64期中(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)2026年11月16日までに関東財務局長に提出予定

　

３ 【臨時報告書】

１の有価証券報告書提出後、本発行登録書提出日(2025年４月22日)までに、金融商品取引法第24条の５第４項及び

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づく臨時報告書を2024年６月27日に関東財務

局長に提出

 
１の有価証券報告書提出後、本発行登録書提出日(2025年４月22日)までに、金融商品取引法第24条の５第４項及び

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２の規定に基づく臨時報告書を2024年10月２日に関東財務

局長に提出

 
１の有価証券報告書提出後、本発行登録書提出日(2025年４月22日)までに、金融商品取引法第24条の５第４項及び

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の規定に基づく臨時報告書を2024年12月９日に関東財務局長

に提出

 
１の有価証券報告書提出後、本発行登録書提出日(2025年４月22日)までに、金融商品取引法第24条の５第４項及び

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号の規定に基づく臨時報告書を2025年１月20日に関東財務局長

に提出

 
４ 【訂正報告書】

訂正報告書(上記３の2025年１月20日提出の臨時報告書の訂正報告書)を2025年４月１日に関東財務局に提出

 
第２ 【参照書類の補完情報】

 

上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書及び半期報告書(以下「有価証券報告書等」という。)に記載された

「事業等のリスク」について、当該有価証券報告書等の提出日以後本発行登録書提出日(2025年４月22日)までの間に

おいて生じた変更その他の事由はありません。

また、当該有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されていますが、当該事項は本発行登録書提出日現在に

おいてもその判断に変更はなく、新たに記載する将来に関する事項もありません。なお、当該有価証券報告書等に記

載されている将来に関する事項は、その作成時点での予想や一定の前提に基づいており、その達成及び将来の業績を

保証するものではありません。

 



 

第３ 【参照書類を縦覧に供している場所】

 

オリックス株式会社　本社

(東京都港区浜松町２丁目４番１号　世界貿易センタービル南館内)

オリックス株式会社　大阪本社

(大阪市西区西本町１丁目４番１号　オリックス本町ビル)

株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

 

第三部 【保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

 



「参照方式」の利用適格要件を満たしていることを示す書面

会社名 オリックス株式会社

代表者の役職氏名 代表執行役 井上　亮

１ 当社は１年間継続して有価証券報告書を提出しております。

２ 当社の発行する株券は、東京証券取引所に上場されております。

３ 当社の発行済株券は、３年平均上場時価総額が250億円以上であります。

3,427,460百万円

（参考）

（2023年３月31日の上場時価総額）

東京証券取引所における最終価格 発行済株式総数

2,176.5円 × 1,234,849,342株 ＝ 2,687,649百万円

（2024年３月29日の上場時価総額）

東京証券取引所における最終価格 発行済株式総数

3,299円 × 1,214,961,054株 ＝ 4,008,156百万円

（2025年３月31日の上場時価総額）

東京証券取引所における最終価格 発行済株式総数

3,084円 × 1,162,962,244株 ＝ 3,586,575百万円

（注）　2024年３月31日は取引休業日であるため、その直前取引日である2024年３月

29日の東京証券取引所における最終価格で計算しております。



事業内容の概要及び主要な経営指標等の推移 

１．事業内容の概要 

オリックスグループは当社、連結子会社1,132社（変動持分事業体（ＶＩＥ）および特別目的事業体（Ｓ

ＰＥ）などを含んでいます。）および持分法を適用している関連会社127社（2024年３月31日現在）から構

成されており、様々な事業を展開しています。各事業の主な内容は次のとおりです。 

(1) 法人営業・メンテナンスリース ： 金融・各種手数料ビジネス、自動車および電子計測器・ＩＣ

Ｔ関連機器などのリースおよびレンタル 

(2) 不動産 ： 不動産開発・賃貸・管理、施設運営、不動産のアセットマネ

ジメント 

(3) 事業投資・コンセッション ： 企業投資、コンセッション 

(4) 環境エネルギー ： 国内外再生可能エネルギー、電力小売、省エネルギーサービ

ス、ソーラーパネル販売、廃棄物処理、資源リサイクル

(5) 保険 ： 生命保険 

(6) 銀行・クレジット ： 銀行、消費性ローン 

(7) 輸送機器 ： 航空機投資・管理、船舶関連投融資 

(8) ORIX USA ： 米州における金融、投資、アセットマネジメント 

(9) ORIX Europe ： グローバル株式・債券のアセットマネジメント 

(10) アジア・豪州 ： アジア・豪州における金融、投資 



 

 

２．主要な経営指標等の推移 

(1) 連結経営指標等 

回次 第 57 期 第 58 期 第 59 期 第 60 期 第 61 期 

決算年月 2020 年３月期 2021 年３月期 2022 年３月期 2023 年３月期 2024 年３月期 

営業収益 (百万円) 

 

2,283,000 

  

2,292,357 

  

2,508,043   2,663,659  2,814,361 

税引前当期純利益 (百万円) 

 

412,561 

  

287,561 

  

509,447   392,178  469,975 

当社株主に帰属する 

当期純利益 
(百万円) 

 

302,700 

  

192,384 

  

317,376   290,340  346,132 

当社株主に帰属する 

包括利益 
(百万円) 

 

245,509 

  

226,266 

  

449,637   420,584  547,310 

当社株主資本 (百万円) 

 

2,993,608 

  

3,028,456 

  

3,304,196   3,543,607  3,941,466 

総資産額 (百万円) 

 

13,067,528 

  

13,563,082 

  

14,280,684   15,289,385  16,322,100 

１株当たり当社株主資本 (円) 

 

2,386.35 

  

2,487.77 

  

2,768.72   3,027.93  3,422.94 

１株当たり当社株主に 

帰属する当期純利益 
(円) 

 

237.38 

  

155.54 

  

263.72   245.98  298.55 

潜在株式調整後 

１株当たり当社株主に 

帰属する当期純利益 

(円) 

 

237.17 

  

155.39 

  

263.42   245.65  298.05 

当社株主資本比率 (％) 

 

22.9 

  

22.3 

  

23.1   23.2  24.1 

当社株主資本・当社株主に 

帰属する当期純利益率 
(％) 

 

10.3 

  

6.4 

  

10   8.5  9.2 

株価収益率 (倍) 

 

5.5 

  

12 

  

9.3   8.8  11.1 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 

 

1,042,466 

  

1,102,414 

  

1,103,370   913,088  1,243,402 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 

 

△1,470,486 

  

△1,209,990 

  

△808,846   △1,098,478  △1,372,803 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 

 

288,703 

  

39,884 

  

△306,618   438,308  △85,477 

現金、現金等価物および 

使途制限付現金期末残高 
(百万円) 

 

1,135,284 

  

1,079,575 

  

1,091,812   1,366,908  1,185,307 

従業員数 
(人) 

 
31,233 

  
33,153 

  
32,235 

  
34,737 

 
 33,807  

（外、平均臨時雇用人員） ( 19,816 ) ( 19,194 ) ( 19,024 ) ( 19,623 ) ( 19,678 ) 

（注）１ 米国預託証券の発行等に関して要請されている用語、様式および作成方法に基づき記載されています。 

２ 第58期より、会計基準書アップデート第2016-13号(金融商品の信用損失の測定―会計基準編纂書326(信用

損失))を適用しています。 

３ 第61期より、会計基準書アップデート第2018-12号（長期保険契約に関する会計処理の限定的な改善―会

計基準編纂書944（金融サービス－保険））を適用し、2021年４月１日を移行日として修正遡及アプローチ

を適用しています。 

４ 第61期より、持分法投資の表示方法を変更しています。この変更により、過年度の連結貸借対照表および

連結損益計算書、連結キャッシュ・フロー計算書についても組替再表示しています。  



 

 

 (2) 提出会社の経営指標等 

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期 

決算年月 2020年３月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 

売上高 (百万円) 596,504 470,164 588,287 647,039 454,809 

経常利益 (百万円) 188,743 108,800 164,340 225,013 72,454 

当期純利益 (百万円) 223,552 116,195 176,157 260,391 146,690 

資本金 (百万円) 221,111 221,111 221,111 221,111 221,111 

発行済株式総数 (株) 1,324,629,128 1,285,724,480 1,258,277,087 1,234,849,342 1,214,961,054 

純資産額 (百万円) 1,262,395 1,208,219 1,180,843 1,232,199 1,125,964 

総資産額 (百万円) 4,821,874 4,764,305 4,987,746 5,448,697 5,423,609 

１株当たり純資産額 (円) 1,006.32 992.51 989.48 1,052.89 977.84 

１株当たり配当額 (円) 76.00 78.00 85.60 85.60 98.60 

(内１株当たり中間配当額) (円) (35.00) (35.00) (39.00) (42.80) (42.80) 

１株当たり当期純利益 (円) 175.31 93.94 146.38 220.60 126.52 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 26.2 25.4 23.7 22.6 20.8 

自己資本利益率 (％) 18.4 9.4 14.7 21.6 12.4 

株価収益率 (倍) 7.4 19.9 16.7 9.9 26.1 

配当性向 (％) 43.4 83.0 58.5 38.8 77.9 

従業員数 (人) 2,842 2,883 2,968 2,937 2,929 

株主総利回り (％) 86.6 127.2 169.1 157.4 234.2 

(比較指標：TOPIX(配当込

み)) 
(％) (90.5) (128.6) (131.2) (138.8) (196.2) 

最高株価 (円) 1,958.5 1,986.0 2,612.0 2,535.0 3,429.0 

最低株価 (円) 1,100.5 1,135.5 1,715.5 2,011.5 2,146.0 

（注）１ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。 

２ 最高株価および最低株価は、2022年４月４日より東京証券取引所プライム市場におけるものであり、それ以

前については東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

３ 第59期より、企業会計基準第29号（収益認識に関する会計基準）等を適用しています。 

 

 



﻿

【表紙】

【提出書類】 訂正発行登録書

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2025年４月25日

【会社名】 オリックス株式会社

【英訳名】 ORIX CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表執行役　井上　亮

【本店の所在の場所】 東京都港区浜松町２丁目４番１号

世界貿易センタービル南館内

【電話番号】 03（3435）3000（代表）

【事務連絡者氏名】 グループ経理部長　天野　智之

【最寄りの連絡場所】 東京都港区浜松町２丁目４番１号

世界貿易センタービル南館内

【電話番号】 03（3435）3116（ダイヤルイン）

【事務連絡者氏名】 財務部　資本市場チーム長　松村　謙

【発行登録の対象とした募集有価証券の種類】 社債

【発行登録書の提出日】 2025年４月22日

【発行登録書の効力発生日】 2025年４月30日

【発行登録書の有効期限】 2027年４月29日

【発行登録番号】 ７－関東１

【発行予定額又は発行残高の上限】 発行予定額　500,000百万円

【発行可能額】 500,000百万円

（500,000百万円）

（注）発行可能額は、券面総額又は振替社債の総額の合計額

（下段（）内は発行価額の総額の合計額）に基づき算出して

います。

【効力停止期間】 該当事項はありません。

【提出理由】 臨時報告書の訂正報告書を2025年４月25日に関東財務局長に提出

いたしました。この臨時報告書の訂正報告書の提出により、当該

書類を2025年４月22日付で提出した発行登録書の参照書類といた

します。

【縦覧に供する場所】 オリックス株式会社　大阪本社

（大阪市西区西本町１丁目４番１号　オリックス本町ビル）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）



﻿

【訂正内容】

　訂正内容は、表紙の「提出理由」に記載の通りです。



【表紙】

【提出書類】 訂正発行登録書

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2025年５月20日

【会社名】 オリックス株式会社

【英訳名】 ORIX CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表執行役　井上　亮

【本店の所在の場所】 東京都港区浜松町２丁目４番１号　世界貿易センタービル南館内

【電話番号】 03（3435）3000（代表）

【事務連絡者氏名】 グループ経理部長　天野　智之

【最寄りの連絡場所】 東京都港区浜松町２丁目４番１号　世界貿易センタービル南館内

【電話番号】 03（3435）3116（ダイヤルイン）

【事務連絡者氏名】 財務部　資本市場チーム長　松村　謙

【発行登録の対象とした募集有価証券の種類】 社債

【発行登録書の提出日】 2025年４月22日

【発行登録書の効力発生日】 2025年４月30日

【発行登録書の有効期限】 2027年４月29日

【発行登録番号】 ７－関東１

【発行予定額又は発行残高の上限】 発行予定額500,000百万円

【発行可能額】 500,000百万円

（500,000百万円）

（注）発行可能額は、券面総額又は振替社債の総額の合計額（下

段（）内は発行価額の総額の合計額）に基づき算出してお

ります。

【効力停止期間】 この訂正発行登録書の提出による発行登録の効力停止期間は、

2025年５月20日（提出日）であります。

【提出理由】 2025年４月22日付で提出した発行登録書の記載事項中、「第一部　

証券情報」「第１　募集要項」の記載について訂正を必要とする

ため及び「募集又は売出しに関する特別記載事項」の記載の追加

を必要とするため、本訂正発行登録書を提出いたします。

【縦覧に供する場所】 オリックス株式会社　大阪本社

（大阪市西区西本町１丁目４番１号　オリックス本町ビル）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）



【訂正内容】

第一部 【証券情報】

第１【募集要項】

以下に記載するもの以外については、有価証券を募集により取得させるに当たり、その都度「訂正発行登録書」又

は「発行登録追補書類」に記載します。

１ 【新規発行社債】

（訂正前）

未定

（訂正後）

＜オリックス株式会社第７回利払繰延条項・期限前償還条項付無担保社債（劣後特約付）に関する情報＞

銘柄
オリックス株式会社第７回利払繰延条項・期限前償還条項付無担保社債（劣後特

約付）

記名・無記名の別 －

券面総額又は振替社債の総額

(円)
（未定）（注）16．

各社債の金額(円) 金１億円

発行価額の総額(円) （未定）（注）16．

発行価格(円) 額面100円につき金100円

利率(％) １．2025年（未定）月（未定）日の翌日から2031年（未定）月（未定）日までの

利払日（別記「利息支払の方法」欄第１項第（１）号イに定義する。以下同

じ。）においては、年（未定）％とする。

２．2031年（未定）月（未定）日の翌日から2051年（未定）月（未定）日までの

利払日においては、各利率改定日（下記に定義する。）に改定され、各改定

後利率適用期間（下記に定義する。）について、利率基準日（別記「利息支

払の方法」欄第１項第（２）号イに定義する。以下同じ。）における１年国

債金利（別記「利息支払の方法」欄第１項第（２）号イに定義する。以下同

じ。）に（未定。ただし、本欄第１項の利率の決定時に適用される、残存期

間５年９カ月程度の10年国債の流通利回り（年２回複利ベース）への上乗せ

幅の値）％を加算したものとする。

３．2051年（未定）月（未定）日の翌日以降の利払日においては、各利率改定日

に改定され、各改定後利率適用期間について、利率基準日における１年国債

金利に（未定。ただし、本欄第１項の利率の決定時に適用される、残存期間

５年９カ月程度の10年国債の流通利回り（年２回複利ベース）への上乗せ幅

の値に1.00％を加えた値）％を加算したものとする。

「利率改定日」とは、2031年（未定）月（未定）日及びその１年後ごとの応



当日をいう。

「改定後利率適用期間」とは、各利率改定日の翌日から次の利率改定日また

は本社債が償還される日のいずれか早い日までの期間をいう。

（注）16．

利払日 毎年（未定）月（未定）日及び（未定）月（未定）日（注）16．

利息支払の方法 １．利息支払の方法及び期限（注）16．

（１）利息支払の方法

イ　本社債の利息は、払込期日の翌日から償還日（別記「償還の方法」欄第

２項第（３）号に定義する。以下同じ。）までこれをつけ、2025年（未

定）月（未定）日を第１回の利払日としてその日までの分を支払い、そ

の後毎年（未定）月（未定）日及び（未定）月（未定）日（第１回の利

払日を含み、以下「利払日」という。）の２回におのおのその日までの

前半か年分を支払う。

ロ　本社債の利息は、以下により計算される金額を各利払日に支払う。ただ

し、利払日が銀行休業日にあたるときは、その支払は前銀行営業日にこ

れを繰り上げる。

各本社債の社債権者（以下「本社債権者」という。）が各口座管理機関

（別記「振替機関」欄に定める振替機関の振替業に係る業務規程その他

の規則（以下「業務規程等」という。）に定める口座管理機関をいう。

以下同じ。）の各口座に保有する各本社債の金額の総額に一通貨あたり

の利子額を乗じて得られる金額。ただし、円位未満の端数が生じた場合

にはこれを切り捨てる。本ロにおいて「一通貨あたりの利子額」とは、

業務規程等に従い、１円に別記「利率」欄各項に定める利率を乗じ、そ

れを２で除して得られる金額（ただし、半か年に満たない期間につき一

通貨あたりの利子額を計算するときは、その半か年の日割をもって計算

した金額）をいう。ただし、小数点以下第13位未満の端数が生じた場合

にはこれを切り捨てる。

ハ　本社債の償還日後は当該償還（本社債の元金の支払が不当に留保若しく

は拒絶された場合または本社債の元金の支払に関して債務不履行が生じ

ている場合を除く。）に係る各本社債の利息は発生しないものとする。

なお、当該償還日において残存する経過利息及び任意未払残高（本項第

（３）号ハ（ⅰ）に定義する。以下同じ。）は、別記「償還の方法」欄

第２項の規定に従い償還とともに支払われる。

ニ　本社債の利息の支払については、本項のほか、別記（（注）４．「劣後

特約」）に定める劣後特約に従う。

（２）各改定後利率適用期間の適用利率の決定

イ　別記「利率」欄第２項及び第３項の規定に基づき決定される本社債の利

率は、各改定後利率適用期間につき、当該改定後利率適用期間の開始日

直前の利率改定日の２銀行営業日前（以下「利率基準日」という。）の

レートとして利率基準日の翌銀行営業日（以下「利率決定日」とい

う。）の午前９時30分以降に国債金利情報ページ（財務省ウェブサイト



内 「 国 債 金 利 情 報 」 の ペ ー ジ に お け る 「 金 利 情 報 」

（https://www.mof.go.jp/jgbs/reference/interest_rate/jgbcm.csv）

（その承継ファイル及び承継ページを含む。）または当該「国債金利情

報」ページ（その承継ファイル及び承継ページを含む。）からリンクさ

れる日本国債の金利情報を記載したページ若しくはダウンロードできる

ファイルをいう。以下同じ。）に表示されている流通市場における固定

利付国債の実勢価格に基づいて算出した年限１年の半年複利金利（半年

複利ベースの最終利回りをいう。）（以下「１年国債金利」という。）

に基づき、別記「利率」欄第２項及び第３項の規定に従って、利率決定

日に当社がこれを決定する。

ロ（ⅰ）利率決定日の午前10時に、利率基準日のレートとしての１年国債金

利が国債金利情報ページに表示されない場合または国債金利情報ペ

ージが利用不可能な場合には、当社は利率決定日に参照国債ディー

ラー（下記に定義する。）に対し、利率基準日の午後３時現在のレ

ートとして提示可能であった参照１年国債（下記に定義する。）の

売買気配の仲値の半年複利利回り（以下「提示レート」という。）

の提示を求めるものとする。

（ⅱ）本ロ（ⅰ）の場合で、当社に提示レートを提示した参照国債ディー

ラーが４者以上の場合、当該参照国債ディーラーの提示レートの最

も高い値と低い値をそれぞれ１つずつ除いた残りの提示レートの算

術平均値（小数点以下第４位を四捨五入する。以下本ロにおいて同

じ。）を当該改定後利率適用期間に適用される１年国債金利とす

る。

（ⅲ）本ロ（ⅰ）の場合で、当社に提示レートを提示した参照国債ディー

ラーが２者または３者の場合、それらの算術平均値を当該改定後利

率適用期間に適用される１年国債金利とする。

（ⅳ）本ロ（ⅰ）の場合で、当社に提示レートを提示した参照国債ディー

ラーが２者に満たない場合、当該利率決定日の午前10時において国

債金利情報ページに表示済みの最新の１年国債金利（ただし、当該

利率決定日の午前10時において国債金利情報ページが利用不可能な

場合は、当該利率決定日の直前に国債金利情報ページに表示されて

いた１年国債金利）を当該改定後利率適用期間に適用される１年国

債金利とする。

「参照国債ディーラー」とは、当社が国債市場特別参加者（財務省が指

定する国債市場特別参加者をいう。）または市場で国債の売買を活発に

行っていると認められる金融機関から選定する最大５者の金融機関をい

う。

「参照１年国債」とは、参照国債ディーラーから当社が選定する金融機

関が選定する固定利付国債で、当該改定後利率適用期間の最終日または

その前後に満期が到来し、選定時において市場の慣行として１年満期の



円建て社債の条件決定において参照されることが合理的に想定されるも

のをいう。

ハ　当社は、財務代理人（別記（（注）７．「財務代理人」（１））に定め

る財務代理人をいう。以下同じ。）に本号イ及びロに定める利率確認事

務（本号イ及びロに従って定められた利率の具体的な数値及び利率の算

出方法を確認する事務をいう。）を委託し、財務代理人は利率決定日に

当該利率を確認する。

ニ　当社及び財務代理人はそれぞれその本店において、各改定後利率適用期

間の開始日から５銀行営業日以内（改定後利率適用期間の開始日を含

む。）に、上記により決定された本社債の利率を、その営業時間中、一

般の閲覧に供する。

（３）任意停止

イ　利払の任意停止

当社は、ある利払日において、その裁量により、当該利払日の12銀行

営業日前までに、本社債権者及び財務代理人に対し任意停止金額（下

記に定義する。）の通知を行うことにより、当該通知に係る利払日に

おける本社債の利息の支払の全部または一部を繰り延べることができ

る（当該繰り延べを「任意停止」といい、任意停止により繰り延べら

れた利息の未払金額を「任意停止金額」といい、任意停止がなければ

当該利息が支払われるはずであった利払日を「任意停止利払日」とい

う。以下同じ。）。なお、当該任意停止金額には、任意停止利払日の

翌日から任意停止金額の全額が弁済される利払日までの間、当該任意

停止利払日における別記「利率」欄各項に定める利率による利息（以

下「追加利息」という。）が付される（なお、当該任意停止金額に関

する追加利息に対する利息は生じない。）。

ロ　任意支払

当社は、ある利払日において、その裁量により、任意未払残高の一部

または全部を支払うことができる。当該支払は、弁済される利払日時

点の本社債権者に支払われる。

ハ　強制支払

（ⅰ）劣後株式への支払による強制支払

本号イの規定にかかわらず、ある利払日に関して、当該利払日の直前

利払日の属する月の第２銀行営業日（ただし、当該利払日が初回の利

払日の場合は払込期日の翌日）から当該利払日の属する月の第２銀行

営業日の前日までの期間において、以下の①または②の事由が生じた

場合は、当社は、当該利払日（以下「強制利払日」という。）または

強制利払日の直後の利払日に、当該強制利払日現在の任意未払の残高

（各本社債に関して、その時点において残存するすべての任意停止金

額及びこれに対する追加利息をいい、以下「任意未払残高」とい

う。）の全額を弁済するべく、営利事業として実行可能（下記に定義

する。）な限りの合理的な努力を行うこととする。



①当社が当社普通株式ならびに剰余金の配当及び残余財産の分配を受

ける権利に関して同順位証券（下記に定義する。）に劣後する当社

が今後発行する当社普通株式以外の株式（以下併せて「劣後株式」

という。）に関する剰余金の配当（会社法第454条第５項に定める中

間配当及び全額に満たない配当をする場合を含む。）を行う決議を

した場合または支払を行った場合

②当社が劣後株式の買入れまたは取得をする場合（ただし、以下の事

由のいずれかによる場合を除く。）

（ａ）会社法第155条第８号ないし第13号に基づく事由

（ｂ）会社法第192条第１項に基づく単元未満株主からの買取請求

（ｃ）会社法第469条第１項、第785条第１項、第797条第１項、第

806条第１項または第816条の６第１項に基づく反対株主から

の買取請求

（ｄ）会社法第116条第１項または第182条の４第１項に基づく反対

株主からの買取請求

（ｅ）会社法第135条第３項に対応するための会社法第163条に基づ

く子会社からの取得

（ｆ）その他当社が買取りを行うことが法令上義務づけられる事由

「営利事業として実行可能」とは、当社の証券（社債を含む。）の

発行若しくは募集または借入れに重大な障害を生じさせない場合を

いう。ただし、当該証券または借入れに関して支払われ得る価格、

利率または配当率を考慮しない。

「同順位証券」とは、優先株式（下記に定義する。）及び同順位劣

後債務（下記に定義する。）をいう。

「優先株式」とは、当社の今後発行する株式であって、剰余金の配

当及び残余財産の分配を受ける権利に関して当社普通株式に優先す

るものをいう。

「同順位劣後債務」とは、当社の債務であって、劣後支払条件（別

記（（注）４．「劣後特約」）に定義する。）と実質的に類似する

当社の清算手続、破産手続、更生手続若しくは再生手続または日本

法によらないこれらに準ずる手続における支払に関する条件及び権

利を有し、その利息に係る権利及び償還または返済条件が、本社債

と実質的に同等のものまたは当社の財務状態及び業績に応じて決定

されるものをいう。

（ⅱ）同順位証券への支払による強制支払

本号イの規定にかかわらず、任意停止利払日から当該任意停止利払日

の直後の利払日の前日までの期間において同順位証券に関する配当ま

たは利息が支払われたときは、当社は、当該任意停止利払日の直後の

利払日またはその次の利払日に、当該任意停止利払日にかかる任意停

止金額及びこれに対する追加利息を弁済するべく、営利事業として実

行可能な限りの合理的な努力を行うこととする。



ニ　任意未払残高の支払

（ⅰ）当社は、利払日または償還日において任意未払残高の一部または

全部を支払う場合、弁済する当該利払日または償還日の12銀行営

業日前までに、本社債権者及び財務代理人に対し、支払う任意未

払残高の金額（以下「支払金額」という。）及び当該任意停止利

払日の通知を行う。その場合、支払われる金額は、各本社債権者

が各口座管理機関の各口座に保有する各本社債の金額の総額に一

通貨あたりの利子額を乗じて算出される。本（ⅰ）において「一

通貨あたりの利子額」とは、業務規程等に従い、支払金額を残存

する本社債の元金で除して得られる金額をいう。ただし、小数点

以下第13位未満の端数が生じた場合にはこれを切り捨てる。

（ⅱ）当社が、任意未払残高の一部を支払う場合、当該支払は、最も早

い任意停止利払日に発生した任意停止金額及びこれに対する追加

利息から順に充当される。その場合、当社は、充当する当該任意

停止金額及びこれに対する追加利息の内訳を財務代理人に通知す

る。

２．利息の支払場所

社債権者が口座を開設する口座管理機関

償還期限 2061年（未定）月（未定）日（注）16．

償還の方法 １．償還金額

額面100円につき金100円（ただし、期限前償還の場合は、本欄第２項第

（２）号に定める金額による。）

２．償還の方法及び期限（注）16．

（１）満期償還

本社債の元金は、2061年（未定）月（未定）日（以下「満期償還日」とい

う。）に、任意未払残高の支払とともにその残存総額を償還する。

（２）期限前償還

本項第（１）号の規定にかかわらず、当社は以下の場合において、満期償還

日前に本社債を償還することができる。

イ　当社の選択による期限前償還

当社は、2031年（未定）月（未定）日（以下「初回任意償還日」とい

う。）及び初回任意償還日以降の各利払日（以下初回任意償還日と併せ

て「任意償還日」という。）において、任意償還日に先立つ30銀行営業

日以上60銀行営業日以下の期間内に本社債権者及び財務代理人に対し事

前の通知（撤回不能とする。）を行うことにより、当社の選択により、

その時点で残存する本社債の全部（一部は不可）を、額面100円につき

金100円の割合で、任意未払残高の支払とともに、期限前償還すること

ができる。

ロ　税制事由による期限前償還

払込期日以降に税制事由（下記に定義する。）が生じ、かつ継続してい

る場合、当社は、当社が当該期限前償還のために設定する日（以下「税



制事由償還日」という。）に先立つ30銀行営業日以上60銀行営業日以下

の期間内に本社債権者及び財務代理人に対し事前の通知（撤回不能とす

る。）を行うことにより、当社の選択により、その時点で残存する本社

債の全部（一部は不可）を、（ⅰ）税制事由償還日が初回任意償還日よ

り前の日である場合には額面100円につき金101円の割合で、（ⅱ）税制

事由償還日が初回任意償還日以降の日である場合には額面100円につき

金100円の割合で、税制事由償還日までの経過利息及び任意未払残高の

支払とともに、当該税制事由償還日に期限前償還することができる。

「税制事由」とは、日本の法令またはその運用若しくは解釈により、当

社に課される法人税の計算において本社債の利息が法人税法第22条第３

項に定める損金に算入されなくなる等、当社にとって著しく不利益な税

務上の取扱いがなされ、当社の合理的な努力によってもこれを回避でき

ないことをいう。

ハ　資本性変更事由による期限前償還

払込期日以降に資本性変更事由（下記に定義する。）が生じ、かつ継続

している場合、当社は、当社が当該期限前償還のために設定する日（以

下「資本性変更事由償還日」といい、任意償還日、税制事由償還日と併

せて「期限前償還日」という。）に先立つ30銀行営業日以上60銀行営業

日以下の期間内に本社債権者及び財務代理人に対し事前の通知（撤回不

能とする。）を行うことにより、当社の選択により、その時点で残存す

る本社債の全部（一部は不可）を、（ⅰ）資本性変更事由償還日が初回

任意償還日より前の日である場合には額面100円につき金101円の割合

で、（ⅱ）資本性変更事由償還日が初回任意償還日以降の日である場合

には額面100円につき金100円の割合で、資本性変更事由償還日までの経

過利息及び任意未払残高の支払とともに、当該資本性変更事由償還日に

期限前償還することができる。

「資本性変更事由」とは、信用格付業者（Ｓ＆Ｐグローバル・レーティ

ング・ジャパン株式会社、株式会社格付投資情報センター、株式会社日

本格付研究所及びムーディーズ・ジャパン株式会社またはそれらの格付

業務を承継した者をいう。以下同じ。）のうち１社以上より、各信用格

付業者における本社債発行後の資本性評価基準の変更に従い、本社債に

ついて、当該信用格付業者が認める本社債の発行時点において想定され

ている資本性より低いものとして取扱うことを決定した旨の公表がなさ

れ、または、書面による通知が当社に対してなされたことをいう。

（３）本社債の満期償還日または期限前償還日（以下併せて「償還日」とい

う。）が銀行休業日にあたるときは、その支払は前銀行営業日に繰り上

げる。

（４）本社債の買入消却は、法令または業務規程等に別途定められる場合を除

き、払込期日の翌日以降いつでもこれを行うことができる。

（５）本社債の償還については、本項のほか、別記（（注）４．「劣後特

約」）に定める劣後特約に従う。



３．償還元金の支払場所

別記「利息支払の方法」欄第２項に記載のとおり。

募集の方法 一般募集

申込証拠金（円）
額面100円につき金100円とし、払込期日に払込金に振替充当する。申込証拠金に

は利息をつけない。

申込期間 2025年（未定）月（未定）日（注）16．

申込取扱場所 別項引受金融商品取引業者の本店及び国内各支店

払込期日 2025年（未定）月（未定）日（注）16．

振替機関
株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋兜町７番１号

担保
本社債には担保ならびに保証は付されておらず、また本社債のために特に留保さ

れている資産はない。

財務上の特約 本社債には財務上の特約は付されていない。
 
（注）１．信用格付業者から提供され、もしくは閲覧に供される予定の信用格付

本社債について、当社は株式会社格付投資情報センター（以下「R&I」という。）からＡ＋の予備格付を

2025年５月20日付で取得しており、また、R&IからＡ＋の本格付を2025年（未定）月（未定）日（本（注）

16．）付で取得する予定である。なお、予備格付の付与以降にR&Iが入手する情報によっては、本格付が予

備格付と異なる符号となる可能性がある。

R&Iの信用格付は、発行体が負う金融債務についての総合的な債務履行能力や個々の債務等が約定どおりに

履行される確実性（信用力）に対するR&Iの意見である。R&Iは信用格付によって、個々の債務等の流動性

リスク、市場価値リスク、価格変動リスク等、信用リスク以外のリスクについて、何ら意見を表明するも

のではない。R&Iの信用格付は、いかなる意味においても、現在・過去・将来の事実の表明ではない。ま

た、R&Iは、明示・黙示を問わず、提供する信用格付、またはその他の意見についての正確性、適時性、完

全性、商品性、及び特定目的への適合性その他一切の事項について、いかなる保証もしていない。

R&Iは、信用格付を行うに際して用いた情報に対し、品質確保の措置を講じているが、これらの情報の正確

性等について独自に検証しているわけではない。R&Iは、必要と判断した場合には、信用格付を変更するこ

とがある。また、資料・情報の不足や、その他の状況により、信用格付を取り下げることがある。

利息・配当の繰り延べ、元本の返済猶予、債務免除等の条項がある債務等の格付は、その蓋然性が高まっ

たとR&Iが判断した場合、発行体格付または保険金支払能力とのノッチ差を拡大することがある。

一般に投資にあたって信用格付に過度に依存することが金融システムの混乱を引き起こす要因となり得る

ことが知られている。

本社債の申込期間中に本社債に関してR&Iが公表する情報へのリンク先は、R&Iのホームページ

（https://www.r-i.co.jp/rating/index.html）の「格付アクション・コメント」及び同コーナー右下の

「一覧はこちら」をクリックして表示されるリポート検索画面に掲載される予定である。なお、システム

障害等何らかの事情により情報を入手することができない可能性がある。その場合の連絡先は以下のとお

り。

R&I：電話番号03-6273-7471

２．社債等振替法の適用

本社債は社債、株式等の振替に関する法律（以下「社債等振替法」という。）の規定の適用を受けるもの

とし、同法第67条第１項の規定に基づき本社債の社債券は発行しない。

ただし、社債等振替法第67条第２項に規定される場合には、本社債権者は当社に社債券を発行することを

請求できる。この場合、社債券の発行に要する費用は当社の負担とする。かかる請求により発行する社債

券は無記名式利札付に限り、本社債権者は当該社債券を記名式とすることを請求することはできないもの

とし、その分割または併合は行わない。



３．社債管理者の不設置

本社債には会社法第702条ただし書に基づき、社債管理者は設置されておらず、本社債権者は本社債を管理

し、または債権の実現を保全するために必要な行為を行う。

４．劣後特約

当社は、劣後事由（下記に定義する。）の発生後すみやかに、本社債権者及び財務代理人に対して、劣後

事由が発生した事実を通知する。劣後事由の発生後の当社の清算手続、破産手続、更生手続若しくは再生

手続または日本法によらないこれらに準ずる手続において、各本社債権者は、各本社債につき、次の

（ⅰ）及び（ⅱ）を合計した金額の、本社債に基づく劣後請求権（下記に定義する。）を有するものと

し、当社はかかる金額を超えて各本社債権者に対する支払義務を負わないものとする。

（ⅰ）劣後事由の発生日において当該本社債権者が保有する未償還の本社債の金額

（ⅱ）同日における当該本社債に関する任意未払残高及び同日までの当該本社債に関する経過利息

劣後請求権は、劣後支払条件（下記に定義する。）が成就した場合のみ発生し、かつ劣後事由の発生日に

おいて優先株式が存在する場合には、各本社債の同順位劣後債務残余財産分配額（下記に定義する。）の

範囲でのみ、支払（配当を含む。）の対象となるものとする。

「劣後事由」とは、以下のいずれかの事由が生じた場合をいう。

（ⅰ）当社に対して、清算手続（会社法に基づく通常清算手続または特別清算手続を含む。）が開始さ

れた場合

（ⅱ）管轄権を有する日本の裁判所が、当社に対して、破産法の規定に基づく破産手続開始の決定をし

た場合

（ⅲ）管轄権を有する日本の裁判所が、当社に対して、会社更生法の規定に基づく更生手続開始の決定

をした場合

（ⅳ）管轄権を有する日本の裁判所が、当社に対して、民事再生法の規定に基づく再生手続開始の決定

をした場合

（ⅴ）当社に対して日本法によらない外国における清算手続、破産手続、更生手続若しくは再生手続ま

たはこれらに準ずる手続が開始された場合

「劣後請求権」とは、当社の清算手続、破産手続、更生手続若しくは再生手続または日本法によらないこ

れらに準ずる手続において各本社債権者が有する清算に係る債権、破産債権、更生債権若しくは再生債権

またはこれらに準ずる債権であって、本社債に基づくものをいう。

「劣後支払条件」とは、以下に該当する場合をいう。

（ⅰ）当社の清算手続において、残余財産の株主への分配を開始する前に支払を受けまたは弁済される

権利を有する当社の債権者が保有する債権に係るすべての上位債務（下記に定義する。）が、会

社法の規定に基づき、全額支払われた場合、またはその他の方法で全額の満足を受けた場合

（ⅱ）当社の破産手続において、最後配当のために破産管財人により作成される配当表に記載されたす

べての上位債務が、破産法の規定に基づき、全額支払われた場合、またはその他の方法で全額の

満足（供託による場合を含む。）を受けた場合

（ⅲ）当社の更生手続において、会社更生法に基づき最終的かつ確定的となった更生計画に記載された

すべての上位債務（当該計画内で修正または減額された場合はこれに従う。）が、かかる計画の

条件に従い、全額支払われた場合、またはその他の方法で全額の満足を受けた場合

（ⅳ）当社の再生手続において、民事再生法に基づき最終的かつ確定的となった再生計画に記載された

すべての上位債務（当該計画内で修正または減額された場合はこれに従う。）が、かかる計画の

条件に従い、全額支払われた場合、またはその他の方法で全額の満足を受けた場合

（ⅴ）当社に対する日本法によらない外国における清算手続、破産手続、更生手続若しくは再生手続ま

たはこれらに準ずる手続において、上記に準じて上位債務が全額支払われた場合、またはその他

の方法で全額の満足を受けた場合



「同順位劣後債務残余財産分配額」とは、劣後事由の発生日において優先株式が存在している場合に、本

社債に関する当社の債務及びすべての同順位劣後債務が、それぞれ優先株式であったならば、当社の残余

財産から各本社債権者に対して支払がなされたであろう金額と同額である、劣後請求権に関し支払われる

額をいう。

「上位債務」とは、本社債に関する当社の債務及び同順位劣後債務に関する当社の債務を除く、劣後債務

を含むあらゆる当社の債務をいう。

５．上位債権者に対する不利益変更の禁止

本社債の社債要項（以下「本社債要項」という。）の各条項は、いかなる意味においても上位債権者に対

して不利益を及ぼす内容に変更されてはならず、そのような変更の合意はいかなる意味においても、また

いかなる者に対しても効力を生じない。この場合に、上位債権者とは、当社に対し、上位債務に係る債権

を有するすべての者をいう。

６．相殺禁止

当社について破産手続開始の決定がなされ、かつ破産手続が継続している場合、更生手続開始の決定がな

され、かつ更生手続が継続している場合、再生手続開始の決定がなされた場合（ただし、再生手続開始の

決定がなされた後、簡易再生の決定若しくは同意再生の決定が確定したとき、再生計画不認可の決定が確

定したとき、再生手続開始決定の取消若しくは再生手続の廃止により再生手続が終了したとき、または再

生計画取消の決定が確定したときを除く。）、または日本法によらない清算手続、破産手続、更生手続若

しくは再生手続またはこれらに準ずる手続が外国において行われている場合には、劣後支払条件が成就さ

れない限りは、本社債権者は、当社に対して負う債務と本社債に基づく元利金の支払請求権を相殺しては

ならない。

７．財務代理人

（１）当社は、株式会社三菱ＵＦＪ銀行（以下「財務代理人」という。）との間に2025年（未定）月（未定）

日（本（注）16．）付オリックス株式会社第７回利払繰延条項・期限前償還条項付無担保社債（劣後特

約付）財務代理契約証書を締結し、本社債の発行代理人及び支払代理人（業務規程等に定義される発行

代理人及び支払代理人をいう。）としての事務その他本社債に係わる事務を財務代理人に委託する。

（２）財務代理人は、本社債権者に対していかなる義務または責任も負わず、また本社債権者との間にいかな

る代理関係または信託関係も有していない。

（３）財務代理人を変更する場合には、当社は予め本（注）９．に定める方法により本社債権者に通知する。

８．期限の利益喪失

本社債権者は、会社法第739条に基づく決議を行う権利を有さず、本社債に関する債務については、本社債

要項の規定に基づき期限が到来する場合を除き、期限が繰り上げられまたは期限が到来するものではな

い。

９．社債権者に対する通知の公告

本社債に関して本社債権者に通知をする場合の公告は、法令に別段の定めがあるものを除き、当社の定款

所定の電子公告によりこれを行うものとする。ただし、電子公告によることができない事故その他のやむ

を得ない事由が生じた場合は、当社の定款所定の新聞紙ならびに東京都及び大阪市において発行される各

１種以上の新聞紙にこれを掲載する。ただし、重複するものがあるときは、これを省略することができ

る。

10．社債要項の公示

当社は、その本店に本社債要項の謄本を備え置き、その営業時間中、一般の閲覧に供する。

11．社債要項の変更

（１）本社債要項に定められた事項（ただし、本（注）７．（１）、本（注）14．及び本（注）15．を除

く。）の変更（本（注）５．の規定に反しない限度とする。）は、法令に定めがあるときを除き、社債

権者集会の決議を要するものとし、当該決議に係る裁判所の認可を必要とする。



（２）裁判所の認可を受けた本（注）11．（１）の社債権者集会の決議は、本社債要項と一体をなすものとす

る。

12．社債権者集会に関する事項

（１）本社債及び本社債と同一の種類（会社法第681条第１号に定める種類をいう。以下同じ。）の社債（以下

「本種類の社債」という。）の社債権者集会は、一つの集会として開催される。

（２）本種類の社債の社債権者集会は、当社がこれを招集するものとし、本種類の社債の社債権者集会の日の

３週間前までに本種類の社債の社債権者集会を招集する旨及び会社法第719条各号所定の事項を公告す

る。

（３）本種類の社債の社債権者集会は、東京都においてこれを行う。

（４）本種類の社債の総額（償還済みの額を除く。）の10分の１以上にあたる本種類の社債を有する社債権者

は、本種類の社債に関する社債等振替法第86条第３項に定める書面を当社に提示したうえ、本種類の社

債の社債権者集会の目的である事項及び招集の理由を記載した書面を当社に提出して、本種類の社債の

社債権者集会の招集を請求することができる。なお、当社が有する本種類の社債の金額は本種類の社債

の総額に算入しない。

13．追加発行

当社は、随時、本社債権者（本社債の社債券が発行された場合は利札の所持人を含む。）の同意なしに、

初回利払日及び払込金額を除く全ての事項（会社法施行規則第165条所定の各事項を含む。）において本社

債と同じ内容の要項を有し、本社債と同一の種類の社債となる社債を追加発行することができる。

14．発行代理人及び支払代理人

株式会社三菱ＵＦＪ銀行

15．元利金支払事務取扱に関する手数料

当社は、本社債権者に対する元利金支払に関する事務（本社債権者に対する利子所得課税に係る所得税

法・租税特別措置法その他関係法令の適用に関する事項の確認・管理及び直近上位機関への通知、社債権

者に対する元利金支払に関する通知及び元利金の交付、地方税法に基づく道府県民税利子割の特別徴収事

務等の全部または一部を主たる内容とする。）を行った者に対して、当社が定める手数料を支払う（当該

手数料に賦課される消費税及び地方消費税は当社の負担とする。）。

16．未定事項については、需要状況を勘案したうえで、利率の決定日に決定する予定である。

 



２ 【社債の引受け及び社債管理の委託】

（訂正前）

未定

 
（訂正後）

＜オリックス株式会社第７回利払繰延条項・期限前償還条項付無担保社債（劣後特約付）に関する情報＞

（１）【社債の引受け】

引受人の氏名又は名称 住所

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目９番１号

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 東京都千代田区丸の内三丁目３番１号

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目９番２号

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目13番１号

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目５番１号
 
（注）元引受契約を締結する金融商品取引業者は上記を予定しておりますが、各引受人の引受金額、引受けの条件に

ついては、利率の決定日に決定する予定です。

 

（２）【社債管理の委託】

該当事項はありません。

 

３ 【新規発行による手取金の使途】

(２) 【手取金の使途】

（訂正前）

設備資金（賃貸資産購入資金を含む）、割賦購入あっせん実行資金（立替払型及び債権譲渡型）、割賦販売実行資

金、貸付資金、投融資資金、運転資金、借入金返済資金、有価証券の取得資金、短期社債償還資金及び社債償還資金

に充当する予定であります。

 

（訂正後）

＜オリックス株式会社第７回利払繰延条項・期限前償還条項付無担保社債（劣後特約付）に関する情報＞

　設備資金（賃貸資産購入資金を含む）、割賦購入あっせん実行資金（立替払型及び債権譲渡型）、割賦販売実行資

金、貸付資金、投融資資金、運転資金、借入金返済資金、有価証券の取得資金、短期社債償還資金及び社債償還資金

に充当する予定であります。

　なお、本社債発行による手取金については、2026年３月16日に期限前償還予定の第３回利払繰延条項・期限前償還

条項付無担保社債（劣後特約付）の償還資金及び2026年４月30日に期限前弁済を予定している2021年４月30日実行の

劣後特約付ローンの弁済資金の一部または全部に充当する予定であります。

 



「第一部　証券情報」「第２　売出要項」の次に以下の内容を追加します。

 

【募集又は売出しに関する特別記載事項】

＜オリックス株式会社第７回利払繰延条項・期限前償還条項付無担保社債（劣後特約付）に関する情報＞

本社債の償還及び買入消却時の借り換えに関する制限について

以下に記載される事項は本社債の証券情報の一部を形成せず、法的または契約上の義務は生じない。

 

当社は、本社債の満期以前に本社債を償還または買入消却する場合は、Ｓ＆Ｐグローバル・レーティング・ジャパ

ン株式会社（以下「Ｓ＆Ｐ」という。）または同社の格付業務を承継した者から本社債と同等の資本性が認定される

商品により、本社債を借り換えることを想定している。

以下の場合は、本社債の満期以前に本社債を償還または買入消却する場合、同等の資本性を有する商品によって借

り換えることを見送る可能性がある。

（ⅰ）当該償還または買入消却により、当社の主要な財務健全性指標が2024年７月18日発行のオリックス株式会社第

５回利払繰延条項・期限前償還条項付無担保社債（劣後特約付）及び2024年10月31日発行のオリックス株式会

社第６回利払繰延条項・期限前償還条項付無担保社債（劣後特約付）発行時の基準時点（2024年３月末時点）

と比べて悪化しない場合

（ⅱ）Ｓ＆Ｐによる当社への格付がＢＢＢ＋以上であり、かつ、当該償還または買入消却によりこの水準を下回る懸

念がない場合

（ⅲ）（x）連続した12か月間において、本社債当初発行元本総額の10％未満または（y）連続した10年間において、

本社債当初発行元本総額の25％未満の買入消却の場合

（ⅳ）本社債が税制事由または資本性変更事由（Ｓ＆Ｐによる資本性評価基準の変更による場合に限る。）により償

還される場合

（ⅴ）本社債にＳ＆Ｐによる資本性（またはＳ＆Ｐにより「資本性」と同義で用いられる用語をいう。以下同じ。）

を付与されない場合

なお、当社または当社の子会社が、少なくとも本社債の当初の資本性と等しいＳ＆Ｐによる資本性を付与された証

券を第三者の購入者へ売却することにより受領する発行純手取金は当該借り換えとして算入される。



﻿

【表紙】

【提出書類】 訂正発行登録書

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2025年６月27日

【会社名】 オリックス株式会社

【英訳名】 ORIX CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表執行役　井上　亮

【本店の所在の場所】 東京都港区浜松町２丁目４番１号

世界貿易センタービル南館内

【電話番号】 03（3435）3000（代表）

【事務連絡者氏名】 グループ経理部長　天野　智之

【最寄りの連絡場所】 東京都港区浜松町２丁目４番１号

世界貿易センタービル南館内

【電話番号】 03（3435）3116（ダイヤルイン）

【事務連絡者氏名】 財務部　資本市場チーム長　松村　謙

【発行登録の対象とした募集有価証券の種類】 社債

【発行登録書の提出日】 2025年４月22日

【発行登録書の効力発生日】 2025年４月30日

【発行登録書の有効期限】 2027年４月29日

【発行登録番号】 ７－関東１

【発行予定額又は発行残高の上限】 発行予定額　500,000百万円

【発行可能額】 461,000百万円

（461,000百万円）

（注）発行可能額は、券面総額又は振替社債の総額の合計額

（下段（）内は発行価額の総額の合計額）に基づき算出して

います。

【効力停止期間】 この訂正発行登録書の提出による発行登録の効力停止期間は、

2025年６月27日（提出日）です。

【提出理由】 臨時報告書を2025年６月27日に関東財務局長に提出いたしまし

た。この臨時報告書の提出により、当該書類を2025年４月22日付

で提出した発行登録書の参照書類といたします。

【縦覧に供する場所】 オリックス株式会社　大阪本社

（大阪市西区西本町１丁目４番１号　オリックス本町ビル）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）



﻿

【訂正内容】

　訂正内容は、表紙の「提出理由」に記載の通りです。



﻿

【表紙】

【提出書類】 訂正発行登録書

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2025年６月30日

【会社名】 オリックス株式会社

【英訳名】 ORIX CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表執行役　井上　亮

【本店の所在の場所】 東京都港区浜松町２丁目４番１号

世界貿易センタービル南館内

【電話番号】 03（3435）3000（代表）

【事務連絡者氏名】 グループ経理部長　天野　智之

【最寄りの連絡場所】 東京都港区浜松町２丁目４番１号

世界貿易センタービル南館内

【電話番号】 03（3435）3116（ダイヤルイン）

【事務連絡者氏名】 財務部　資本市場チーム長　松村　謙

【発行登録の対象とした募集有価証券の種類】 社債

【発行登録書の提出日】 2025年４月22日

【発行登録書の効力発生日】 2025年４月30日

【発行登録書の有効期限】 2027年４月29日

【発行登録番号】 ７－関東１

【発行予定額又は発行残高の上限】 発行予定額　500,000百万円

【発行可能額】 461,000百万円

（461,000百万円）

（注）発行可能額は、券面総額又は振替社債の総額の合計額

（下段（）内は発行価額の総額の合計額）に基づき算出して

います。

【効力停止期間】 この訂正発行登録書の提出による発行登録の効力停止期間は、

2025年６月30日（提出日）です。

【提出理由】 臨時報告書を2025年６月30日に関東財務局長に提出いたしまし

た。この臨時報告書の提出により、当該書類を2025年４月22日付

で提出した発行登録書の参照書類といたします。

【縦覧に供する場所】 オリックス株式会社　大阪本社

（大阪市西区西本町１丁目４番１号　オリックス本町ビル）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）



﻿

【訂正内容】

　訂正内容は、表紙の「提出理由」に記載の通りです。



﻿

【表紙】

【提出書類】 訂正発行登録書

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2025年７月４日

【会社名】 オリックス株式会社

【英訳名】 ORIX CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表執行役　井上　亮

【本店の所在の場所】 東京都港区浜松町２丁目４番１号

世界貿易センタービル南館内

【電話番号】 03（3435）3000（代表）

【事務連絡者氏名】 グループ経理部長　天野　智之

【最寄りの連絡場所】 東京都港区浜松町２丁目４番１号

世界貿易センタービル南館内

【電話番号】 03（3435）3116（ダイヤルイン）

【事務連絡者氏名】 財務部　資本市場チーム長　松村　謙

【発行登録の対象とした募集有価証券の種類】 社債

【発行登録書の提出日】 2025年４月22日

【発行登録書の効力発生日】 2025年４月30日

【発行登録書の有効期限】 2027年４月29日

【発行登録番号】 ７－関東１

【発行予定額又は発行残高の上限】 発行予定額　500,000百万円

【発行可能額】 461,000百万円

（461,000百万円）

（注）発行可能額は、券面総額又は振替社債の総額の合計額

（下段（）内は発行価額の総額の合計額）に基づき算出して

います。

【効力停止期間】 この訂正発行登録書の提出による発行登録の効力停止期間は、

2025年７月４日（提出日）です。

【提出理由】 臨時報告書を2025年７月４日に関東財務局長に提出いたしまし

た。この臨時報告書の提出により、当該書類を2025年４月22日付

で提出した発行登録書の参照書類といたします。

【縦覧に供する場所】 オリックス株式会社　大阪本社

（大阪市西区西本町１丁目４番１号　オリックス本町ビル）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）



﻿

【訂正内容】

　訂正内容は、表紙の「提出理由」に記載の通りです。



【表紙】

【提出書類】 訂正発行登録書

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2025年８月20日

【会社名】 オリックス株式会社

【英訳名】 ORIX CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表執行役　井上　亮

【本店の所在の場所】 東京都港区浜松町２丁目４番１号　世界貿易センタービル南

館内

【電話番号】 03（3435）3000（代表）

【事務連絡者氏名】 グループ経理統括部長　林　蓮花

【最寄りの連絡場所】 東京都港区浜松町２丁目４番１号　世界貿易センタービル南

館内

【電話番号】 03（3435）3116（ダイヤルイン）

【事務連絡者氏名】 財務部　資本市場チーム長　松村　謙

【発行登録の対象とした募集有価証券の種類】 社債

【発行登録書の提出日】 2025年４月22日

【発行登録書の効力発生日】 2025年４月30日

【発行登録書の有効期限】 2027年４月29日

【発行登録番号】 ７－関東１

【発行予定額又は発行残高の上限】 発行予定額　500,000百万円

【発行可能額】 461,000百万円

（461,000百万円）

（注）発行可能額は、券面総額又は振替社債の総額の合計額

（下段（ ）内は発行価額の総額の合計額）に基づき算

出しております。

【効力停止期間】 この訂正発行登録書の提出による発行登録の効力停止期間

は、2025年８月20日（提出日）であります。

【提出理由】 2025年４月22日付で提出した発行登録書の記載事項中、「第

一部　証券情報」「第１　募集要項」の記載について訂正を

必要とするため、本訂正発行登録書を提出いたします。

【縦覧に供する場所】 オリックス株式会社　大阪本社

（大阪市西区西本町１丁目４番１号　オリックス本町ビル）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）



【訂正内容】

第一部【証券情報】

第１【募集要項】

１【新規発行社債】

（訂正前）未定

（訂正後）本発行登録により、オリックス株式会社第225回無担保社債（社債間限定同順位特約付）

を利率1.200％～1.800％の範囲内で、下記の概要にて発行する予定であります。なお、財

務上の特約として、担保提供制限及び担付切換条項を特約する予定であります。

券面総額又は振替社債の総額：100億円

各社債の金額：金100万円（予定）

発行価格：額面100円につき金100円（予定）

条件決定日：2025年８月28日（予定）

申込期間：2025年８月29日から2025年９月10日まで（予定）

払込期日：2025年９月11日（予定）

償還期限：2030年９月11日（予定）



２【社債の引受け及び社債管理の委託】

（訂正前）未定

 
（訂正後）オリックス株式会社第225回無担保社債（社債間限定同順位特約付）を取得させる際の引

受金融商品取引業者及び社債管理を委託する社債管理者は、次の者を予定しております。

社債の引受け

引受人の氏名又は名称 住所

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 東京都千代田区丸の内三丁目３番１号

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目９番１号

東海東京証券株式会社 名古屋市中村区名駅四丁目７番１号

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目13番１号

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目５番１号

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目９番２号

岩井コスモ証券株式会社 大阪市中央区今橋一丁目８番12号

丸三証券株式会社 東京都千代田区麹町三丁目３番６

アイザワ証券株式会社 東京都港区東新橋一丁目９番１号

安藤証券株式会社 名古屋市中区錦三丁目23番21号

静銀ティーエム証券株式会社 静岡市葵区追手町１番13号

東洋証券株式会社 東京都中央区八丁堀四丁目７番１号

西日本シティＴＴ証券株式会社 福岡市中央区天神一丁目10番20号

むさし証券株式会社 さいたま市大宮区桜木町四丁目333番地13
 
 

社債管理の委託

社債管理者の名称 住所

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町二丁目２番１号
 
 




